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○対象及び軽課割合

〈軽乗用車〉 〈軽貨物車〉

H32年度燃費基準＋20％達成車 H27年度燃費基準＋35％達成車

※「電気自動車等」：電気自動車及び天然ガス自動車とする。

○軽課を適用した場合の標準税率（例）

自家用

営業用

自家用

営業用

3,800円

2,900円

1,800円

1,300円

1,000円

3,500円

2,500円

1,900円
軽貨物車

軽自動車税のグリーン化特例

税率を概ね75％軽減

税率を概ね50％軽減

税率を概ね25％軽減

対象車 内容 対象車

電気自動車等電気自動車等

H32年度燃費基準達成車

内容

税率を概ね75％軽減

税率を概ね50％軽減

H27年度燃費基準＋15％達成車

5,200円6,900円

5,000円

3,800円

税率を概ね25％軽減

１． 適用期間：平成28年4月1日から平成29年3月31日までに新規取得した軽四輪等（三輪以上の軽自動車）

２． 軽減課税年度：平成29年度のみ

３． 対象及び軽課割合：下表のとおり

5,400円2,700円

軽課
標準税率

25％軽減50％軽減75％軽減

10,800円 8,100円

車種区分

軽乗用車
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平成２６年度改正（H２６．１０．１～適用） 平成２８年度改正（H３１．１０．１～適用）

地
方
法
人
税

（
国
税
）

法
人
住
民
税

（
地
方
税
）

法
人
住
民
税
（
地
方
税
）

　　　　○課税標準：法人税額
　　　　○税率：４．４％（新設）
　　　　○賦課徴収：国（税務署）

　　　　　　地方交付税

　　　○課税標準：法人税額
　　　○税率：１０．３％（＋５．９％）
　　　○賦課徴収：国（税務署）

　　　　　　　地方交付税

 法人住民税法人税割の税率引下げ

　　○府民税分
　　　  5.0％→  3.2％（▲1.8％）
　　○市民税分
　　　14.7％→12.1％（▲2.6％）

 法人住民税法人税割の税率引下げ

　　○府民税分
　　　  3.2％→1.0％（▲2.2％）
　　○市民税分
　　　12.1％→8.4％（▲3.7％）

地
方
法
人
税

（
国
税
）

法
人
住
民
税

（
地
方
税
）

法人住民税法人税割の交付税原資化の概要 

 地方消費税の税率の引上げに伴い、地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の 

 縮小を図るため、法人住民税の法人税割の一部を交付税の原資とする 
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軽自動車税

軽自動車税

軽
自
動
車

普
通
自
動
車

自動車
取得税

自動車税

自動車
取得税

（名称変更）

（名称変更）

（廃止・新税目創設）

自動車税
（廃止・新税目創設）

◆現行制度◆ 自動車税及び軽自動車税
に環境性能割を導入

都道府県

◆平成31年10月～◆

自動車税・軽自動車税の環境性能割の創設

（消費税率10％へ引上げ）

市区町村 都道府県 市区町村

種別割 
（毎年度課税） 

（新税目） 

環境性能割 
（車両取得時課税） 

種別割 
（毎年度課税） 

（新税目） 

環境性能割 
（車両取得時課税） 

都道府県が徴収 



軽自動車税における環境性能割の税率等

乗用車 貨物車

税率

2.0%

自家用 営業用

区分

課税標準は取得価格
免税点は50万円

非課税
電気自動車等

Ｈ32燃費基準＋10％達成

Ｈ32燃費基準

Ｈ27燃費基準＋10％達成

上記以外の車

区分 税率

課税標準は取得価格
免税点は50万円 自家用 営業用

電気自動車等
Ｈ27燃費基準＋20％達成 非課税

1.0%

2.0%

2.0%

非課税

0.5%

1.0%

上記以外の車 2.0% 2.0%

非課税

Ｈ27燃費基準＋15％達成 1.0% 0.5%

Ｈ27燃費基準＋10％達成 2.0% 1.0%


